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るのを登記簿の謄本と読み替えるものとする。 
附 則 
この会則は、平成 21年 9月 8日から施行する。 
附 則 
この会則は、平成 25年 12月 6日から施行する。 
 附 則 
(施行期日) 
この会則は、平成 27年 2月 23 日から施行する。 
附 則 
（第 67 条、第 68 条、第 69 条、別紙 4ないし 6） 
この会則は、法務大臣認可の日（平成 29 年 8 月
31日）から施行する。 
ただし、別紙（入会金及び会費に関する規則）6に
ついては、法務大臣認可の日又は平成 31年 4月 1
日のいずれか遅い日から施行する。 
附 則 
（別紙 2、3、6ないし 11） 
この会則は、法務大臣認可の日（平成 30年 9月
13 日）から施行する。 
ただし、別紙（入会金及び会費に関する規則）、2
（1）については、法務大臣認可の日又は平成 31
年 4月 1日のいずれか遅い日から、同 2（2）につ
いては、法務大臣認可の日又は平成 31年 1月 1日
のいずれか遅い日から施行する。 
附 則 
（第 3 条、第 8 条の 2,第 9 条、第 13 条、第 73
条、第 86 条、第 93 条、第 97 条、第 98 条、第 110
条） 
(施行期日) 
１ この改正会則は、司法書士法及び土地家屋調
査士法の一部を改正する法律（令和元年法律第
29号）の施行の日（令和 2年 月 日）から
施行する。 
(調査士法人の職印についての経過措置) 
２ 改正会則施行の際、改正前の会則に基づく調
査士法人の職印は、次の取扱いとする。 
(1) 主たる事務所又は従たる事務所に常駐する社
員（社員のうち特に調査士法人を代表すべき者
を定めた場合は当該調査士法人を代表する社員）
が 1人である場合、従来の主たる事務所又は従
たる事務所の職印を当該社員の職印とみなす。 
(2) 主たる事務所又は従たる事務所に常駐する社
員（社員のうち特に調査士法人を代表すべき者
を定めた場合は当該調査士法人を代表する社員）

が 2人以上である場合、従来の主たる事務所又
は従たる事務所の職印をあらかじめ指定した当
該社員のうちの 1人の職印とみなす。その他の
当該社員は速やかに使用する職印を届け出るも
のとする。 
(3) 社員のうち特に調査士法人を代表すべき者を
定めている場合において、従たる事務所に常駐
する社員が当該調査士法人を代表する社員でな
い場合、従来の従たる事務所の職印を廃止した
ものとみなす。 
(事件簿の保存期間についての経過措置) 
３ 第 98 条第 5 項における事件簿の保存につい
ては、施行日を基準として事件簿の閉鎖後 5年
を経過したものは適用しない。 
(業務の取扱いに関する経過措置) 
４ 第 93 条第 1 項に関する業務の取扱いは令和 3
年 5月 31日までは従前の例(本会の制定する要
領等に準拠)による。 
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別 紙 入会金及び会費に関する規則 
(入会金) 
１  入会金は、金 50,000 円とする。 
(会 費) 
２  会員が納入する会費の内訳は次のとおりと
する。ただし、月の途中において、入会又は退
会する場合の会費は、当該月を 1月として計算
する。 
(1) 調査士会員は 1月当たり金 15,000 円、法
人会員は主たる事務所1月当たり金15,000
円、従たる事務所 1か所につき 1月当たり
金 15,000 円 

(2) 会員が置いている補助者 1 名につき 1 月
当たり金 500 円 

(会費の納入方法) 
３  会費のうち前項第1号は、1年を2期に分け、
4月より 9月までを第 1期、10 月より翌年 3月
までを第 2期とし、理事会において定めた方法
によりそれぞれ当該期の最初の月の末日までに
各期分を前納するものとする。 
ただし、期の中途において入会する会員の前
納する会費は、入会しようとする月より当該月
の属する期の末月までの会費の合計額とする。
なお、2期分以上を前納しても差しつかえない。 
前項第 2号は 1月から 12月までの 1年分を、
理事会において定めた方法により次年度第 2期
の最初の月の末日までに後納するものとする。 
(特別会費) 
４  削除 
(特別会費の納入方法) 
５  削除 
(滞納会費等) 
６ 滞納会費等は次のとおりとする。 
（1）滞納会費 
（2）遅延損害金 
（3）滞納請求に係る費用 
（遅延損害金） 
７ 本会は、第 3項本文の期日までの会費の納入
を遅滞した会員に対し、理事会で定める規程に
より、遅延損害金を請求することができる。 

(滞納請求に係る費用) 
８ 滞納会費の督促及び催告に係る経費並びに手
数料は理事会で定める規程により、滞納した会
員が負担する。 

(みなし退会者) 
９ 会則第 84 条の規定により会員である資格を
失った者は、退会後速やかに滞納会費等を納入
しなければならない。 
(再入会者の会費納入) 
10 前項の者が再び入会しようとするときは、入
会と同時に入会金及び滞納会費等を納入し
なければならない。 
(支部交付金) 
11 本会は、各支部に 1年金 300,000 円、及び各
支部の所属会員が納付した会費のうちから
1月当たり金 2,080 円をそれぞれ交付する。 
 
 


